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中野市老人福祉計画・介護保険事業計画策定懇話会設置要綱 

 

平成26年４月24日告示第51号 

 

（設置） 

第１条 中野市老人福祉計画及び中野市介護保険事業計画の策定に当たり、中

野市老人福祉計画・介護保険事業計画策定懇話会（以下「懇話会」という。）

を設置する。 

（任務） 

第２条 懇話会は、次に掲げる事項について意見を述べるものとする。 

⑴ 老人福祉計画の策定に関する事項 

⑵ 介護保険事業計画の策定に関する事項 

（組織） 

第３条 懇話会は、委員20人以内で組織し、次に掲げる者をもって構成する。 

⑴ 保健、医療及び福祉関係者 

⑵ 識見を有する者 

⑶ その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、市長が委嘱した日から計画の策定が終了した日までと

する。 

（会長及び副会長） 

第５条 懇話会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が座長となる。 

（庶務） 

第７条 懇話会の庶務は、健康福祉部高齢者支援課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が会議に諮って定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、平成26年４月24日から施行する。 

 

附 則（平成28年３月31日告示第43号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

資料１ 



老人福祉計画・介護保険事業
計画の策定について

資料２
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１ 老人福祉計画・介護保険事業計画について

「老人福祉計画・介護保険事業計画」は、中野市の高齢者福祉施策や介護保
険事業の基本的な指針・方向性を示し、取り組むべき施策等について記したも
ので、この計画を基に高齢者福祉施策と介護保険事業を総合的に展開してい
ます。

１-１ 計画の概要

■ 老人福祉計画とは
老人福祉法第20条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」で、高齢者を対象とした居宅生活支援や福祉
施設等（老人福祉法に定められた「老人福祉事業」）に関する目標量とその確保方策について定める計画です。
この計画は、介護保険事業計画と一体的に作成することとされています。

■ 介護保険事業計画とは
介護保険法第117条の規定に基づく「市町村介護保険事業計画」で、介護保険サービス及び地域支援事業を
円滑に実施することを目標として、必要なサービス量の見込みやその確保方策について定める計画です。この
計画は、３年を１期として策定することとされています。
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現行計画は第８期計画となっており、地域共生社会の実現に向けた
「我が事・丸ごと」の考え方による支援体制の整備や、地域包括ケアシ
ステムの構築・深化を目標として「第２次中野市総合計画」における
健康・福祉分野での基本政策である「支えあい健やかに暮らせる健康
長寿のまちづくり」に取り組んでいます。

第８期計画は今年度（令和５年度）までが計画期間となっており、新
たに来年度（令和６年度）から令和８年度までを計画期間とする第９期
「老人福祉計画・介護保険事業計画」（以下「本計画」という。） を策定
していくものです。
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本計画は、「中野市総合計画」の方向性に基づいた高齢者施策に関する計画であり、
国の基本指針等を踏まえ、「中野市地域福祉計画」を上位計画として、「中野市障がい
者計画」や「中野市障がい福祉計画・障がい児福祉計画」、「なかの健康ライフプラン
21」等の関連計画との整合を図りながら策定するものです。

１-２ 計画の位置づけ

国
の
基
本
指
針
等

中野市障がい者計画
中野市障がい福祉計画・障がい児福祉計画

なかの健康ライフプラン

その他 関連計画等

長
野
県
高
齢
者
プ
ラ
ン

長
野
県
保
健
医
療
計
画

中野市地域福祉計画

中野市総合計画

中野市老人福祉計画・介護保険事業計画
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第２次中野市総合計画 老人福祉計画・介護保険事業計画

地域包括ケアシステムの推進

健康生活の維持・向上と
生きがいづくり

介護予防・重度化防止・
自立生活の支援

介護サービスの適切な提供

【健康・福祉分野の基本政策】
支えあい健やかに暮らせる健康長寿のまちづくり

【施策】高齢者の生活支援

【政策１】健康長寿のまちづくり

【施策】高齢者の生きがいづくり

【施策】介護予防と自立生活の支援

【総合計画と第８期画の施策】
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１-３ 計画の期間

令和
３年度
（2021）

４年度
（2022）

５年度
（2023）

６年度
（2024）

７年度
（2025）

８年度
（2026）

９年度
（2027）

10年度
（2028）

11年度
（2029）

12年度
（2030）

…
令和
22年度
（2040）

…

第８期計画
(現在)

第９期計画 第10期計画

団塊世代が
75歳以上

団塊ジュニア
世代が
75歳以上

本計画は３年間を１期とする計画で、令和６年度から令和８年度を計画期間
とします。

１-４ 計画の策定体制

本計画の策定にあたっては、アンケート調査やパブリックコメントにより、市民
の意見を広く聴取し反映するとともに、「中野市老人福祉計画・介護保険事業計
画策定懇話会」（本会）においても意見聴取を行ってまいります。
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１-４ 計画の策定スケジュール

市 県 国

令和４年 ・高齢者等実態調査（アンケート）の実施

令和５年

６月 ・懇話会委員の依頼

７月 ・計画策定支援業務委託業者との契約 ・全国介護保険・高齢者保健福祉担
当課長会議（基本指針案の提示）

８月 ・第１回計画策定懇話会 ・推計ツールの提供

９月

10月

11月 ・第２回計画策定懇話会

12月 ・報酬改定率等の係数を設定

令和６年 １月 ・計画案のパブリックコメント
・第３回計画策定懇話会

２月 ・計画の決定
・改正介護保険条例の議案提出

・介護報酬改定

３月 ・新計画を議会に報告
・介護保険条例の改正

４月 老人福祉計画・第９期介護保険事業計画スタート

情報提供(県連絡会議経由)

・高齢者等実態調査の分析
・第８期計画の振り返り
・基礎データの整理・分析
・各種推計
・素案作成
・サービス見込み量の設定
・保険料の設定
・計画案作成

市町村との広域調整 都道府県との調整
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２ 国の基本指針見直しのポイント
令和５年２月の厚生労働省第１０６回社会保障審議会介護保険部会で示されている国の第９
期介護保険事業計画の基本指針（大臣告示）のポイントは以下のとおりです。

２-１ 介護サービス基盤の計画的な整備
① 地域の実情に応じたサービス基盤の整備

 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別
の変更など既存施設・事業所のあり方も含めて検討し、地域の実情に応じて介護サービス基
盤を計画的に確保していく必要

医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的に
提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要

中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、
サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要

② 在宅サービスの充実

 居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備
を推進することの重要性

 居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機
能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護地域密着型サービスの更なる普及
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２-２ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組

① 地域共生社会の実現

 地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となりうるものであり、
地域住民を地域づくりや日常生活の自立に向けた支援主体として観念することが重要

 地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援
体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な支援等を担うことも期待

認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要

多様な主体による介護予防や日常生活支援のサービスを総合的に実施できるよう、総合事
業の充実化を推進

② 介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤の整備

③ 保険者機能の強化

 給付適正化事業の取り組みの重点化・内容の充実・見える化

２-３ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上

 都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経営の
協働化・大規模化により人材や資源を有効に活用

 介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進。
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中野市概況
（介護保険事業関係）

資料３
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１ 中野市の人口の推移

中野市の人口の推移をみると、総人口は平成12年をピークに減少しており、令和２年（2020年）は42,338人となっています。

今後の推計においても総人口は減少していくことが見込まれており、令和22年（2040年）には33,022人となることが予想されています。

また、高齢者人口は徐々に増加しており、令和２年以降はほぼ横ばいで推移していくと見込まれており、年齢４区分の割合の変化をみると、

「14歳以下」と「15～64歳」は減少傾向にあり、「65～74歳」「75歳以上」は増加傾向にあります。
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表1-1年齢階層別 人口推移

14歳以下 15～64歳 65～74歳 75歳以上 不詳
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表1-2年齢階層別 構成比率 推移

14歳以下 15～64歳 65～74歳 75歳以上 不詳

【出典】令和２年まで：総務省「国勢調査」、令和7年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 より
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75歳以上

65歳～75歳未満

15歳未満

15歳～40歳未満

40歳～65歳未満

高齢化率

生産年齢人口割合

（出典）2000年～2020年まで：総務省「国勢調査」
2025年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

実績値 推計値

長野県内 45番目 63保険者

全国 936番目 1,570保険者

長野県内 47番目 63保険者

全国 937番目 1,512保険者

長野県内 47番目 63保険者

全国 894番目 1,512保険者

中野市の高齢化率の降順

（2015年10月時点）

（2025年の推計値）

（2040年の推計値）

人口の減少のうち、とりわけ生産年齢人口割合の減少率に反比例して、高齢化率は上昇を続けており、中野市においても長野県、全国と
同様に「超高齢社会」が一層進むことが予想されています。

表1-3高齢化率・生産年齢人口割合の推移



中野市の要支援・要介護認定者数の推移をみると、概ね2,300人台で推移しながら微増傾向にあります。

また、介護度別では「要支援1・2」が横ばい傾向であるほか、「要介護１」が特に増加しています。

認定率については、約17％で推移しており、長野県、全国の認定率を下回っています。

全国的には介護認定の認定率は年々上昇傾向にあるといえます。

２ 要支援・要介護認定者数の推移
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表2-1 要介護（支援）認定者数推移
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表2-2 認定率推移

中野市 長野県 全国

長野県内 31番目 63保険者

全国 1,143番目 1,571保険者

（令和 5年 4月末時点）

中野市の認定率の降順

【出典】厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」（各年度９月末時点）
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表3 介護費用額推移

費用額（施設サービス）

費用額（居住系サービス）

費用額（在宅サービス）

第1号被保険者1人1月あたり費用額

（出典）【費用額】平成26年度から令和2年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和3年度から令和4年度：「介護保険事業状況報告（月報）」の12か月累計（※補足給付は費用額に含まれていない）
【第1号被保険者1人あたり費用額】「介護保険事業状況報告（年報）」（または直近月までの月報累計）における費用額を「介護保険事業状況
報告月報）」における第1号被保険者数の各月累計で除して算出

長野県内 41番目 63保険者

全国 757番目 1,571保険者

中野市の第1号被保険者1人1月あたりの費用額の降順

（令和 5年 2月末時点）

３ 介護費用額の推移

サービス区分別の介護費用の推移については、総額が40億程で年々増加傾向にあり、特に在宅サービス費が増加しています。
また、被保険者1人/月当たりのサービス費は2万5千円程で推移しており、全体的には増加傾向にあります。


